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基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

施策６ 認知症ケア体制の充実

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発

高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は今後さらに増加することが見込まれており、認

知症高齢者に対する支援の充実は、重要な課題となります。

平成 年１月に策定された「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい

地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」、令和元年６月に認知症施策推進関係閣僚

会議において取りまとめられた「認知症施策推進大綱」に基づき、本市でも認知症施策

を推進しています。

加えて、令和５年６月には、認知症の初めての法律となる、「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」が成立しました。認知症基本法では、認知症の人が尊厳を保

持しながら希望を持って暮らすことができるように、国や自治体が一体となって認知

症施策に取り組んでいくことが定められており、国が今後策定する認知症施策推進基

本計画の内容を踏まえ取り組んでいく必要があります。

市民の認知症に対する理解を深めるための普及啓発活動や認知症当事者からの本人

発信を促進するとともに、通いの場の拡充など、認知症の予防につながる取組の推進に

努め、できる限り住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができる社会を目指

します。子どもや学生、企業等あらゆる機会をとらえ、認知症サポーター養成講座など、

認知症に関する知識の普及啓発やチームオレンジによる支援体制の構築を推進すると

ともに、若年性認知症の方への支援や、介護者負担軽減のための認知症カフェ等の充実

を図ります。また、介護従事者の認知症対応力の向上を図り、効果的な支援と適切なケ

アを提供できるようにします。

事業名 内 容

認知症サポーター養成

講座

・認知症の方やその家族が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活

を継続するために、地域の人たちが認知症について正しく理解し、誰も

が認知症の方をあたたかく見守ることができるよう、小学校や高校、企

業や介護事業所等様々な対象に対し講座を実施して知識の普及を図り

ます。

認知症サポーターステ

ップアップ講座（認とも

養成講座）

・認知症サポーター養成講座と認知症予防ボランティア養成講座を受講し

たオレンジサポ―タ―を対象に、認知症やその疑いのある方の自宅を訪

問し、見守りと傾聴を行うための講座を開催します。

認とも派遣事業 ・認とも養成講座を受講したオレンジパートナーが、認知症やその疑いの

ある方の自宅を訪問し、見守りと傾聴を行います。
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基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備
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事業名 内 容

認知症カフェ運営事業 ・認知症の人やその家族、地域の人や専門職等の交流を通し、認知症の理

解、介護者の負担軽減を図るため、認知症カフェを開設しています。今

後も身近な場所での相談窓口として認知症カフェを実施します。

キャラバン・メイト育成 ・認知症サポーター養成講座を地域等で開催し、講師役となるキャラバン・

メイトの人材育成に努めます。

認知症高齢者見守りネ

ットワーク事業

・認知症の一人暮らしや徘徊など認知症の人を地域や関係機関で見守るネ

ットワークを構築します。

単
位

第８期計画 第９期計画

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

（見込値）

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

認知症サポーター数

（延べ）
人

オレンジサポーター数 人

・認知症予防ボランティア育成事業（オレンジサポーター）

・認知症講演会

・認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の普及・啓発

・認知症家族介護教室

・図書館での認知症予防コーナー

《その他の事業》

認知症サポーター養成講座図書館の認知症予防コーナー
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２ 認知症支援体制の整備

認知症に対する支援については、本人やその家族に対する支援に係る事業及び地域

づくりを中心とした事業の展開が重要であり、認知症予防、早期診断・早期対応を行う

ための医療体制の充実、認知症介護従事者の質の向上など、認知症の各ステージに即し

た事業展開が必要となります。

軽度認知障がいに関する知識の普及啓発を進めるとともに、早期発見及び家族等か

らの相談に適切に対応できるよう、地域、医療、介護の連携のネットワーク体制を強化

します。

さらに、認知症の症状に応じた適切な医療や介護等を受けられる体制づくりや、地域

での気づき、介護者への支援も含めて今後も取り組みます。

事業名 内 容

認知症初期集中支援推

進事業

・必要な医療や介護の導入・調整や家族支援など初期の支援を包括的、集

中的に行い、自立生活のサポートを行うため、「認知症初期集中支援チー

ム」と「認知症初期集中支援チーム検討会」を組織し、実施します。増

加している認知症ケース対応の一つの支援体制として今後も医療介護

の連携を図っていきます。

医療・介護等の早期診

断、早期対応の連携体制

・認知症の早期発見、診断や対応の重要性について、医療、介護関係機関

等と連携を図りながら啓発活動を行います。

・医療機関への受診が円滑になるよう、認知症疾患医療センターと連携し

ます。また、早期介入のために地域のサロン等での基本チェックリスト

を実施します。

徘徊高齢者への対応 ・安全安心な在宅生活を推進する上で、認知症による徘徊高齢者を早期に

発見できるよう、地域での見守り体制を構築します。

・徘徊高齢者位置探知システム助成（ＧＰＳ）を行います。

・徘徊高齢者ＱＲコード利用事業を行います。

認知症の人とその家族

への支援

・認知症疾患医療センターと連携し、認知症家族介護教室や認知症個別相

談会を開催し、認知症の人とその家族への支援を行います。

・本人ミーティングを実施し、在宅生活の支援を検討します。

認知症地域支援推進員

配置

・認知症地域支援推進員を地域包括支援センターへ配置し、医療、介護、

地域等と連携を図り、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行

います。

チームオレンジ等の整

備

・認知症地域支援推進員と認とも養成講座を受講したオレンジパートナー

が支援チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的

な支援につなげる仕組みであるチームオレンジの体制整備を推進します。

・地域ケア会議（かかりつけ医、認知症サポート医、介護サービス事業等の関係職による個別検討会）

・一人暮らし等の高齢者訪問事業

・特定健康診査、特定保健指導、後期高齢者健診の受診勧奨（再掲）

・多職種協働研修会の開催（事例検討会・勉強会など）

《その他の事業》

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３
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持しながら希望を持って暮らすことができるように、国や自治体が一体となって認知

症施策に取り組んでいくことが定められており、国が今後策定する認知症施策推進基

本計画の内容を踏まえ取り組んでいく必要があります。

市民の認知症に対する理解を深めるための普及啓発活動や認知症当事者からの本人

発信を促進するとともに、通いの場の拡充など、認知症の予防につながる取組の推進に

努め、できる限り住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができる社会を目指

します。子どもや学生、企業等あらゆる機会をとらえ、認知症サポーター養成講座など、

認知症に関する知識の普及啓発やチームオレンジによる支援体制の構築を推進すると

ともに、若年性認知症の方への支援や、介護者負担軽減のための認知症カフェ等の充実

を図ります。また、介護従事者の認知症対応力の向上を図り、効果的な支援と適切なケ

アを提供できるようにします。

事業名 内 容

認知症サポーター養成

講座

・認知症の方やその家族が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活

を継続するために、地域の人たちが認知症について正しく理解し、誰も

が認知症の方をあたたかく見守ることができるよう、小学校や高校、企

業や介護事業所等様々な対象に対し講座を実施して知識の普及を図り

ます。

認知症サポーターステ

ップアップ講座（認とも

養成講座）

・認知症サポーター養成講座と認知症予防ボランティア養成講座を受講し

たオレンジサポ―タ―を対象に、認知症やその疑いのある方の自宅を訪

問し、見守りと傾聴を行うための講座を開催します。

認とも派遣事業 ・認とも養成講座を受講したオレンジパートナーが、認知症やその疑いの

ある方の自宅を訪問し、見守りと傾聴を行います。
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２ 認知症支援体制の整備

認知症に対する支援については、本人やその家族に対する支援に係る事業及び地域

づくりを中心とした事業の展開が重要であり、認知症予防、早期診断・早期対応を行う

ための医療体制の充実、認知症介護従事者の質の向上など、認知症の各ステージに即し

た事業展開が必要となります。

軽度認知障がいに関する知識の普及啓発を進めるとともに、早期発見及び家族等か

らの相談に適切に対応できるよう、地域、医療、介護の連携のネットワーク体制を強化

します。

さらに、認知症の症状に応じた適切な医療や介護等を受けられる体制づくりや、地域

での気づき、介護者への支援も含めて今後も取り組みます。

事業名 内 容

認知症初期集中支援推

進事業

・必要な医療や介護の導入・調整や家族支援など初期の支援を包括的、集

中的に行い、自立生活のサポートを行うため、「認知症初期集中支援チー

ム」と「認知症初期集中支援チーム検討会」を組織し、実施します。増

加している認知症ケース対応の一つの支援体制として今後も医療介護

の連携を図っていきます。

医療・介護等の早期診

断、早期対応の連携体制

・認知症の早期発見、診断や対応の重要性について、医療、介護関係機関

等と連携を図りながら啓発活動を行います。

・医療機関への受診が円滑になるよう、認知症疾患医療センターと連携し

ます。また、早期介入のために地域のサロン等での基本チェックリスト

を実施します。

徘徊高齢者への対応 ・安全安心な在宅生活を推進する上で、認知症による徘徊高齢者を早期に

発見できるよう、地域での見守り体制を構築します。

・徘徊高齢者位置探知システム助成（ＧＰＳ）を行います。

・徘徊高齢者ＱＲコード利用事業を行います。

認知症の人とその家族

への支援

・認知症疾患医療センターと連携し、認知症家族介護教室や認知症個別相

談会を開催し、認知症の人とその家族への支援を行います。

・本人ミーティングを実施し、在宅生活の支援を検討します。

認知症地域支援推進員

配置

・認知症地域支援推進員を地域包括支援センターへ配置し、医療、介護、

地域等と連携を図り、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行

います。

チームオレンジ等の整

備

・認知症地域支援推進員と認とも養成講座を受講したオレンジパートナー

が支援チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的

な支援につなげる仕組みであるチームオレンジの体制整備を推進します。

・地域ケア会議（かかりつけ医、認知症サポート医、介護サービス事業等の関係職による個別検討会）

・一人暮らし等の高齢者訪問事業

・特定健康診査、特定保健指導、後期高齢者健診の受診勧奨（再掲）

・多職種協働研修会の開催（事例検討会・勉強会など）

《その他の事業》

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

事業名 内 容

認知症カフェ運営事業 ・認知症の人やその家族、地域の人や専門職等の交流を通し、認知症の理

解、介護者の負担軽減を図るため、認知症カフェを開設しています。今

後も身近な場所での相談窓口として認知症カフェを実施します。

キャラバン・メイト育成 ・認知症サポーター養成講座を地域等で開催し、講師役となるキャラバン・

メイトの人材育成に努めます。

認知症高齢者見守りネ

ットワーク事業

・認知症の一人暮らしや徘徊など認知症の人を地域や関係機関で見守るネ

ットワークを構築します。

単
位

第８期計画 第９期計画

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

（見込値）

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

認知症サポーター数

（延べ）
人

オレンジサポーター数 人

・認知症予防ボランティア育成事業（オレンジサポーター）

・認知症講演会

・認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の普及・啓発

・認知症家族介護教室

・図書館での認知症予防コーナー

《その他の事業》

認知症サポーター養成講座図書館の認知症予防コーナー

真岡市認知症初期集中支援チームのフロー

対象者の把握（相談等） ・家族、民生委員、ケアマネジャー等からの相談

地域包括支援センター

相談受付

・相談受付票にて基本情報を把握する。

・状態を把握しアセスメント�（支援チームの活動が必要か、他の

サービスに直接結びつけることが望ましいか等）

対象者のケース選定
・地域包括支援センターで事業対象者の選定

・訪問予定日等の調整

チーム員初回訪問
・チーム員で訪問する。

・訪問後アセスメントを実施する。

初回訪問で支援方針が決定（終了）

（サービスや医療機関へつながった）

チーム員会議

支援方針の決定

・認知症サポート医を含めたチーム員会議の開催

【内容】・訪問での観察、評価内容を確認

・支援方針、支援内容、支援頻度等を検討

初期集中支援の実施

医療・介護サービスによる安定的な支援に移行するまで

（概ね６か月以内）

【支援内容】・医療機関への受診勧奨

・介護サービス利用の勧奨

・本人への助言、生活環境の改善など

適切なサービス導入・終了

引継ぎ後のモニタリング

・適切なサービスの導入、支援の終了

・引継ぎ後、随時モニタリングを行う

�アセスメント…要介護者の生活全般にわたってその状態を十分に把握すること。個々の利用者が直面している問題や状

況の本質、原因、経過、予測を理解するために介護サービス計画を立てていく過程で行われるアセスメント手法は、評

価方法のことです。

真岡市認知症初期集中支援チームのフロー認知症初期集中支援チームの概念図
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真岡市　高齢者保険福祉計画・介護保険事業計画

真岡市認知症初期集中支援チームのフロー

対象者の把握（相談等） ・家族、民生委員、ケアマネジャー等からの相談

地域包括支援センター

相談受付

・相談受付票にて基本情報を把握する。

・状態を把握しアセスメント＊（支援チームの活動が必要か、他の

サービスに直接結びつけることが望ましいか等）

対象者のケース選定
・地域包括支援センターで事業対象者の選定

・訪問予定日等の調整

チーム員初回訪問
・チーム員で訪問する。

・訪問後アセスメントを実施する。

初回訪問で支援方針が決定（終了）

（サービスや医療機関へつながった）

チーム員会議

支援方針の決定

・認知症サポート医を含めたチーム員会議の開催

【内容】・訪問での観察、評価内容を確認

・支援方針、支援内容、支援頻度等を検討

初期集中支援の実施

医療・介護サービスによる安定的な支援に移行するまで

（概ね６か月以内）

【支援内容】・医療機関への受診勧奨

・介護サービス利用の勧奨

・本人への助言、生活環境の改善など

適切なサービス導入・終了

引継ぎ後のモニタリング

・適切なサービスの導入、支援の終了

・引継ぎ後、随時モニタリングを行う

＊アセスメント…要介護者の生活全般にわたってその状態を十分に把握すること。個々の利用者が直面している問題や状

況の本質、原因、経過、予測を理解するために介護サービス計画を立てていく過程で行われるアセスメント手法は、評

価方法のことです。

対象者

地域包

チーム

適切な

初回訪

真岡市認知症初期集中支援チームのフロー認知症初期集中支援チームの概念図
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施策７ 地域包括支援センターを中心とした支援体制の強化

１ 地域包括支援センターの機能強化

「地域包括支援センター」は、地域の高齢者の保健・福祉・医療の向上を包括的に支

援することを目的に公平・中立な立場の中核機関として設置されており、地域における

①総合相談支援、②介護予防ケアマネジメント、③包括的・継続的マネジメント支援、

④権利擁護という４つの機能を担っています。地域支援事業の充実を図る上では、地域

包括支援センターの機能を高めていくことが必要であり、行政と一体となった効果的

な運営が求められています。また、今後は包括的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の

整備とあわせて医療と介護の連携強化や医療・介護の情報基盤の一体的な整備による

地域包括ケアシステムの一層の推進や地域づくり等により、地域共生社会の実現を図

っていく必要があります。

このような背景を踏まえ、地域包括支援センターの業務負担軽減や業務効率化を図

り、様々なニーズに対応できる体制を整備することが求められています。

今後、地域包括支援センターと一体となって地域包括ケアシステムの構築に向けた

取組を推進していくため、地域包括支援センターの機能や運営体制等を検討し、体制強

化を図ります。

①地域包括支援センターの運営

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核機関として、高齢者が

住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けていくために包括的な支援を行います。基幹

型・地域型２か所の地域包括支援センターを設置し、機能強化を図っています。今後も

身近な相談機関として利用できるよう、地域包括支援センターを広く周知していくと

ともに、高齢化の進展等に伴う業務量の増加及び役割に応じた人員、体制の強化を図り、

効率的・効果的な運営を目指します。

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

②地域包括支援センターの包括的支援事業の充実

２か所の地域包括支援センターにおいて各事業の充実を図り、高齢者の地域生活を

支援します。また、重層的支援体制整備事業について、市における検討状況を踏まえつ

つ、当事業と連携したスムーズな相談支援の実現に努めます。

事業名 内 容

総合相談支援事業 ・地域包括支援センターでは、地域の高齢者やその家族からの各種相談に

対して、専門職が幅広く支援します。地域における関係機関や支援者と

連携を十分に図り、多様な問題を抱えたケースの相談にも対応できるよ

う体制を整備します。

介護予防ケアマネジメ

ント

・介護予防プランを作成し、自立した生活が送れるように支援します。

包括的・継続的ケアマネ

ジメント事業

・ケアマネジャーへの指導・相談、助言等を行います。支援困難事例等に

関しては、地域の関係機関と連携した支援や検討会を実施します。

【地域包括支援センターの業務】

地域包括支援センター

主任ケアマネジャー

介護に関する専門職です。

その人の心身の状況に応じ

て、適切なサービスが受けら

れるようサポートします。

社会福祉士

心身や経済面などにお困り

のある方から相談を受け、

日常生活が安心して営める

よう支援する専門職です。

保健師

病気や要介護状態にならな

いように、アドバイスや相

談にのる専門職です。

総合相談支援

高齢者に関する総合的な相談に応じ

ます。

包括的・継続的ケアマネジメント支援

ケアマネジャーへの支援や困難事例

等への指導・助言を行います。

権利擁護

高齢者虐待への対応や、高齢者の人権

及び財産を守ります。

介護予防ケアマネジメント

介護予防プランを作成し、自立した生

活が送れるように支援します。
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基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

施策６ 認知症ケア体制の充実

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発

高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は今後さらに増加することが見込まれており、認

知症高齢者に対する支援の充実は、重要な課題となります。

平成 年１月に策定された「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい

地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」、令和元年６月に認知症施策推進関係閣僚

会議において取りまとめられた「認知症施策推進大綱」に基づき、本市でも認知症施策

を推進しています。

加えて、令和５年６月には、認知症の初めての法律となる、「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」が成立しました。認知症基本法では、認知症の人が尊厳を保

持しながら希望を持って暮らすことができるように、国や自治体が一体となって認知

症施策に取り組んでいくことが定められており、国が今後策定する認知症施策推進基

本計画の内容を踏まえ取り組んでいく必要があります。

市民の認知症に対する理解を深めるための普及啓発活動や認知症当事者からの本人

発信を促進するとともに、通いの場の拡充など、認知症の予防につながる取組の推進に

努め、できる限り住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができる社会を目指

します。子どもや学生、企業等あらゆる機会をとらえ、認知症サポーター養成講座など、

認知症に関する知識の普及啓発やチームオレンジによる支援体制の構築を推進すると

ともに、若年性認知症の方への支援や、介護者負担軽減のための認知症カフェ等の充実

を図ります。また、介護従事者の認知症対応力の向上を図り、効果的な支援と適切なケ

アを提供できるようにします。

事業名 内 容

認知症サポーター養成

講座

・認知症の方やその家族が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活

を継続するために、地域の人たちが認知症について正しく理解し、誰も

が認知症の方をあたたかく見守ることができるよう、小学校や高校、企

業や介護事業所等様々な対象に対し講座を実施して知識の普及を図り

ます。

認知症サポーターステ

ップアップ講座（認とも

養成講座）

・認知症サポーター養成講座と認知症予防ボランティア養成講座を受講し

たオレンジサポ―タ―を対象に、認知症やその疑いのある方の自宅を訪

問し、見守りと傾聴を行うための講座を開催します。

認とも派遣事業 ・認とも養成講座を受講したオレンジパートナーが、認知症やその疑いの

ある方の自宅を訪問し、見守りと傾聴を行います。

② 地域包括支援センターの包括的支援事業の充実

２か所の地域包括支援センターにおいて、包括的支援事業の各事業の充実を図り、高齢者

の地域生活を支援します。また、国で新設された重層的支援体制整備事業について、市に

おける検討状況を踏まえつつ、当事業と連携したスムーズな相談支援の実現に努めます。

事業名 内容

総合相談支援事業

【総合相談事業】

地域包括支援センターでは、地域の高齢者やその家族からの各種相

談に対して、専門の担当者が幅広く支援します。地域における関係機

関や支援者と連携を十分に図り、多様な問題を抱えたケースの相談に

も対応できるようにします。

【高齢者実態把握事業】

高齢者の生活実態やニーズ等を把握し、必要なサービスを提供し、

在宅生活を支援します。また、事業を通して自ら声を上げない高齢者

に対しても必要なサービス提供ができるようにします。

包括的・継続的

ケアマネジメント事業

・地域包括支援センターは、要支援１・２の方に対する「介護予防ケアマ

ネジメント」とともに、介護認定非該当者で虚弱とみられる高齢者に対

して、相談やアセスメント、地域支援事業のプラン作成を担っています。

また、支援困難事例については、多職種協働による支援を実施します。

地域包括支援センターの業務

② 地域包括支援センターの包括的支援事業の充実施策７ 地域包括支援センターを中心とした支援体制の強化

１．地域包括支援センターの機能強化

「地域包括支援センター」は、地域の高齢者の保健・福祉・医療の向上を包括的に支援する

ことを目的に公平・中立な立場の中核機関として設置されており、地域における①総合相談・

支援、②介護予防ケアマネジメント、③包括的・継続的マネジメント、④虐待の早期発見・

防止などの権利擁護という４つの機能を担っています。地域支援事業の充実を図る上では、セ

ンターの機能を高めていくことが必要であり、行政と一体となった効果的なセンター運営が求

められています。

今後、市は地域包括支援センターと一体となって地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

を推進していくため、地域包括支援センターの機能、運営体制を検討し、体制強化を図ります。

① 地域包括支援センターの運営

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核機関として、高齢者が住み

慣れた地域で自分らしく暮らし続けていくために包括的な支援を行います。第７期計画期間

内においては、基幹型・地域型２か所の地域包括支援センターを設置し、機能強化を図りま

した。今後も身近な相談機関として利用できるよう、地域包括支援センターを広く周知して

いくとともに、高齢化の進展等に伴う業務量の増加及び役割に応じた人員、センター体制の

強化を図り、効率的・効果的な運営を目指します。

●地域包括支援センターの機能強化

高齢者人口の増加に伴い、地域包括支援センターの役割や業務がますます重要となること

から、専門３職種＊の適正配置に努めます。また、業務に応じた３職種以外の専門職の配置等

も検討します。

地域包括支援センター機能及び運営体制イメージ

＊専門３職種…①主任介護支援専門員（ケアマネジャー）、②保健師、③社会福祉士の３職種のこと。

①介護支援専門員…要介護（要支援）認定者からの介護サービスの利用に関する相談や、適切な居宅サービス・施設

サービスを利用できるよう、ケアプランの作成やサービス事業者等との連絡調整を行う専門職です。

②保健師…国家試験に合格し、厚生労働省から認可を受けた専門職。市町村や地域の保健所等に勤務し、住民の健康

増進や保健指導等を行います。

③社会福祉士…社会福祉士国家試験に合格し、厚生労働省から認可を受けた専門職。日常生活を営むのに支障がある

人の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を担います。

基幹型地域包括支援センター

真岡・山前・大内圏域

地域包括支援センター

もおか

中村・二宮圏域

地域包括支援センター

にのみや

・山前・大内圏域

各センター間の総合調整など

の後方支援を実施し、センタ

ー間での基幹的な役割を持つ

センターを位置づける

日常生活圏域の担当圏域を設

定した地域を対象とする業務

を実施

１．地域包括支援センターの機能強化

① 地域包括支援センターの運営

施策７　地域包括支援センターを中心とした支援体制の強化
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施策７ 地域包括支援センターを中心とした支援体制の強化

１ 地域包括支援センターの機能強化

「地域包括支援センター」は、地域の高齢者の保健・福祉・医療の向上を包括的に支

援することを目的に公平・中立な立場の中核機関として設置されており、地域における

①総合相談支援、②介護予防ケアマネジメント、③包括的・継続的マネジメント支援、

④権利擁護という４つの機能を担っています。地域支援事業の充実を図る上では、地域

包括支援センターの機能を高めていくことが必要であり、行政と一体となった効果的

な運営が求められています。また、今後は包括的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の

整備とあわせて医療と介護の連携強化や医療・介護の情報基盤の一体的な整備による

地域包括ケアシステムの一層の推進や地域づくり等により、地域共生社会の実現を図

っていく必要があります。

このような背景を踏まえ、地域包括支援センターの業務負担軽減や業務効率化を図

り、様々なニーズに対応できる体制を整備することが求められています。

今後、地域包括支援センターと一体となって地域包括ケアシステムの構築に向けた

取組を推進していくため、地域包括支援センターの機能や運営体制等を検討し、体制強

化を図ります。

①地域包括支援センターの運営

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムにおける中核機関として、高齢者が

住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けていくために包括的な支援を行います。基幹

型・地域型２か所の地域包括支援センターを設置し、機能強化を図っています。今後も

身近な相談機関として利用できるよう、地域包括支援センターを広く周知していくと

ともに、高齢化の進展等に伴う業務量の増加及び役割に応じた人員、体制の強化を図り、

効率的・効果的な運営を目指します。

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

②地域包括支援センターの包括的支援事業の充実

２か所の地域包括支援センターにおいて各事業の充実を図り、高齢者の地域生活を

支援します。また、重層的支援体制整備事業について、市における検討状況を踏まえつ

つ、当事業と連携したスムーズな相談支援の実現に努めます。

事業名 内 容

総合相談支援事業 ・地域包括支援センターでは、地域の高齢者やその家族からの各種相談に

対して、専門職が幅広く支援します。地域における関係機関や支援者と

連携を十分に図り、多様な問題を抱えたケースの相談にも対応できるよ

う体制を整備します。

介護予防ケアマネジメ

ント

・介護予防プランを作成し、自立した生活が送れるように支援します。

包括的・継続的ケアマネ

ジメント事業

・ケアマネジャーへの指導・相談、助言等を行います。支援困難事例等に

関しては、地域の関係機関と連携した支援や検討会を実施します。

【地域包括支援センターの業務】

地域包括支援センター

主任ケアマネジャー

介護に関する専門職です。

その人の心身の状況に応じ

て、適切なサービスが受けら

れるようサポートします。

社会福祉士

心身や経済面などにお困り

のある方から相談を受け、

日常生活が安心して営める

よう支援する専門職です。

保健師

病気や要介護状態にならな

いように、アドバイスや相

談にのる専門職です。

総合相談支援

高齢者に関する総合的な相談に応じ

ます。

包括的・継続的ケアマネジメント支援

ケアマネジャーへの支援や困難事例

等への指導・助言を行います。

権利擁護

高齢者虐待への対応や、高齢者の人権

及び財産を守ります。

介護予防ケアマネジメント

介護予防プランを作成し、自立した生

活が送れるように支援します。

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

事業名 内 容

認知症カフェ運営事業 ・認知症の人やその家族、地域の人や専門職等の交流を通し、認知症の理

解、介護者の負担軽減を図るため、認知症カフェを開設しています。今

後も身近な場所での相談窓口として認知症カフェを実施します。

キャラバン・メイト育成 ・認知症サポーター養成講座を地域等で開催し、講師役となるキャラバン・

メイトの人材育成に努めます。

認知症高齢者見守りネ

ットワーク事業

・認知症の一人暮らしや徘徊など認知症の人を地域や関係機関で見守るネ

ットワークを構築します。

単
位

第８期計画 第９期計画

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

（見込値）

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

認知症サポーター数

（延べ）
人

オレンジサポーター数 人

・認知症予防ボランティア育成事業（オレンジサポーター）

・認知症講演会

・認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の普及・啓発

・認知症家族介護教室

・図書館での認知症予防コーナー

《その他の事業》

認知症サポーター養成講座図書館の認知症予防コーナー
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施策８ 権利擁護の充実

１ 成年後見制度の利用促進

認知症等により財産の管理や日常生活等に支障がある人たちを社会全体で支え合う

ことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に必要な取組です。

しかし、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要な手段ですが、十分な広がりが

みられません。こうした状況から、国では平成 年５月に「成年後見制度利用の促進

に関する法律」を施行し、これまでの取組と、さらなるノーマライゼーション、自己決

定権の尊重、身上保護の重視に向けた制度理念の尊重を図るとされ、県や市町村に対し、

必要な制度利用に関する促進体制の整備が明示されました。

本市においても誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支え合いながら、尊厳をもっ

てその人らしい生活を継続することができることを目的とし、令和３年度に設置した

成年後見サポートセンターを中核機関として、権利擁護支援の地域連携ネットワーク

を図り、利用者がメリットを実感できる運用を行います。

事業名 内 容

権利擁護事業 ・高齢者やその家族から権利擁護の相談を受け付けます。

・早期発見・見守りのための地域ネットワークづくりに取り組みます。

・成年後見制度の利用困難者について、市長申立てに向けた支援を行います。

・成年後見制度利用促進のため中核機関を設置し、適正な制度利用のため

の相談支援体制等の構築、周知を図ります。

成年後見サポートセン

ター事業（中核機関）

・成年後見制度の広報・啓発及び研修会を実施します。

①パンフレット・チラシ等を関係機関に設置

②出前講座等により成年後見サポートセンターの紹介や成年後見制度

の説明

③関係機関に対する研修会等

・権利擁護・成年後見制度利用に関する相談を受け付けます。

①相談窓口のほか、専門職による相談会の開催

・成年後見制度利用支援を行います。

①日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行

②受任者調整等の支援

・後見人支援を行います。

①定期的なケース会議の開催

・市民後見人の養成について、専門職の意見を聴きながら検討します。

・関係機関・専門職の協力のもと、地域連携ネットワークの充実など成年

後見制度利用促進の取組をさらに進めます。

・シニアのための知っとく講座

《その他の事業》

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

２ 高齢者虐待防止の強化

「高齢者虐待」は、暴力的な行為（身体的虐待）だけではなく暴言や無視、いやがら

せ（心理的虐待）、必要な介護サービスの利用をさせない、世話をしないなどの行為（介

護・世話の放棄・放任）や、勝手に高齢者の資産を使ってしまうなどの行為（経済的虐

待）が含まれ、その防止の強化が求められています。

高齢者虐待をより早く的確に発見し、関係機関の連携による適切な支援が展開でき

るよう、地域包括支援センターを中心に、高齢者の虐待防止及び早期発見・対応のため

のネットワークの充実を図るとともに、地域住民や関係機関の高齢者虐待防止に関す

る関心や意識を高めていくための普及啓発を実施します。

高齢者虐待研修会
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基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

施策６ 認知症ケア体制の充実

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓発

高齢化の進行に伴い、認知症高齢者は今後さらに増加することが見込まれており、認

知症高齢者に対する支援の充実は、重要な課題となります。

平成 年１月に策定された「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい

地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」、令和元年６月に認知症施策推進関係閣僚

会議において取りまとめられた「認知症施策推進大綱」に基づき、本市でも認知症施策

を推進しています。

加えて、令和５年６月には、認知症の初めての法律となる、「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」が成立しました。認知症基本法では、認知症の人が尊厳を保

持しながら希望を持って暮らすことができるように、国や自治体が一体となって認知

症施策に取り組んでいくことが定められており、国が今後策定する認知症施策推進基

本計画の内容を踏まえ取り組んでいく必要があります。

市民の認知症に対する理解を深めるための普及啓発活動や認知症当事者からの本人

発信を促進するとともに、通いの場の拡充など、認知症の予防につながる取組の推進に

努め、できる限り住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができる社会を目指

します。子どもや学生、企業等あらゆる機会をとらえ、認知症サポーター養成講座など、

認知症に関する知識の普及啓発やチームオレンジによる支援体制の構築を推進すると

ともに、若年性認知症の方への支援や、介護者負担軽減のための認知症カフェ等の充実

を図ります。また、介護従事者の認知症対応力の向上を図り、効果的な支援と適切なケ

アを提供できるようにします。

事業名 内 容

認知症サポーター養成

講座

・認知症の方やその家族が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活

を継続するために、地域の人たちが認知症について正しく理解し、誰も

が認知症の方をあたたかく見守ることができるよう、小学校や高校、企

業や介護事業所等様々な対象に対し講座を実施して知識の普及を図り

ます。

認知症サポーターステ

ップアップ講座（認とも

養成講座）

・認知症サポーター養成講座と認知症予防ボランティア養成講座を受講し

たオレンジサポ―タ―を対象に、認知症やその疑いのある方の自宅を訪

問し、見守りと傾聴を行うための講座を開催します。

認とも派遣事業 ・認とも養成講座を受講したオレンジパートナーが、認知症やその疑いの

ある方の自宅を訪問し、見守りと傾聴を行います。



第４章 施策の推進

第
４
章

施策８ 権利擁護の充実

１ 成年後見制度の利用促進

認知症等により財産の管理や日常生活等に支障がある人たちを社会全体で支え合う

ことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に必要な取組です。

しかし、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要な手段ですが、十分な広がりが

みられません。こうした状況から、国では平成 年５月に「成年後見制度利用の促進

に関する法律」を施行し、これまでの取組と、さらなるノーマライゼーション、自己決

定権の尊重、身上保護の重視に向けた制度理念の尊重を図るとされ、県や市町村に対し、

必要な制度利用に関する促進体制の整備が明示されました。

本市においても誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支え合いながら、尊厳をもっ

てその人らしい生活を継続することができることを目的とし、令和３年度に設置した

成年後見サポートセンターを中核機関として、権利擁護支援の地域連携ネットワーク

を図り、利用者がメリットを実感できる運用を行います。

事業名 内 容

権利擁護事業 ・高齢者やその家族から権利擁護の相談を受け付けます。

・早期発見・見守りのための地域ネットワークづくりに取り組みます。

・成年後見制度の利用困難者について、市長申立てに向けた支援を行います。

・成年後見制度利用促進のため中核機関を設置し、適正な制度利用のため

の相談支援体制等の構築、周知を図ります。

成年後見サポートセン

ター事業（中核機関）

・成年後見制度の広報・啓発及び研修会を実施します。

①パンフレット・チラシ等を関係機関に設置

②出前講座等により成年後見サポートセンターの紹介や成年後見制度

の説明

③関係機関に対する研修会等

・権利擁護・成年後見制度利用に関する相談を受け付けます。

①相談窓口のほか、専門職による相談会の開催

・成年後見制度利用支援を行います。

①日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移行

②受任者調整等の支援

・後見人支援を行います。

①定期的なケース会議の開催

・市民後見人の養成について、専門職の意見を聴きながら検討します。

・関係機関・専門職の協力のもと、地域連携ネットワークの充実など成年

後見制度利用促進の取組をさらに進めます。

・シニアのための知っとく講座

《その他の事業》

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

２ 高齢者虐待防止の強化

「高齢者虐待」は、暴力的な行為（身体的虐待）だけではなく暴言や無視、いやがら

せ（心理的虐待）、必要な介護サービスの利用をさせない、世話をしないなどの行為（介

護・世話の放棄・放任）や、勝手に高齢者の資産を使ってしまうなどの行為（経済的虐

待）が含まれ、その防止の強化が求められています。

高齢者虐待をより早く的確に発見し、関係機関の連携による適切な支援が展開でき

るよう、地域包括支援センターを中心に、高齢者の虐待防止及び早期発見・対応のため

のネットワークの充実を図るとともに、地域住民や関係機関の高齢者虐待防止に関す

る関心や意識を高めていくための普及啓発を実施します。

高齢者虐待研修会

基本目標３ 自分らしい生活を送ることができる体制の整備

基
本
目
標
３

事業名 内 容

認知症カフェ運営事業 ・認知症の人やその家族、地域の人や専門職等の交流を通し、認知症の理

解、介護者の負担軽減を図るため、認知症カフェを開設しています。今

後も身近な場所での相談窓口として認知症カフェを実施します。

キャラバン・メイト育成 ・認知症サポーター養成講座を地域等で開催し、講師役となるキャラバン・

メイトの人材育成に努めます。

認知症高齢者見守りネ

ットワーク事業

・認知症の一人暮らしや徘徊など認知症の人を地域や関係機関で見守るネ

ットワークを構築します。

単
位

第８期計画 第９期計画

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

（見込値）

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

認知症サポーター数

（延べ）
人

オレンジサポーター数 人

・認知症予防ボランティア育成事業（オレンジサポーター）

・認知症講演会

・認知症ケアパス（認知症ガイドブック）の普及・啓発

・認知症家族介護教室

・図書館での認知症予防コーナー

《その他の事業》

認知症サポーター養成講座図書館の認知症予防コーナー




